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令和３年度第１９回庁議提案  審議・報告・その他 

                提 出 日：令和４年１月１３日 

                担当部・課：復興政策部復興政策課〔内線４２１５〕 

                      復興政策部ＳＤＧｓ地域戦略推進室〔内線４２２３〕 

① 件  名 

石巻市総合計画推進会議の設置について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

本市では、少子高齢化などによる社会情勢の変化、震災後の住環境やライフスタイルの変化に

伴い多様化する市民ニーズ、硬直化する財政状況、国が進める地方創生事業等に対応し、将来に

わたり持続可能な市政運営を行い、市民が住むことに誇りを持てるまちづくりを実現するため、

令和３年度を初年度とする第２次石巻市総合計画を策定した。 

 

 

【目的】 

  本市の最上位計画である本計画を計画的に推進するため、外部委員により構成する石巻市総合

計画推進会議を設置するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和３年９月 市議会第３回定例会にて第２次石巻市総合計画について議決 

⑤ 主な内容 

１ 設  置  第２次石巻市総合計画を計画的に推進するため、「石巻市総合計画推進会議」を設

置する。 

        なお、毎年度、総合戦略の評価及び検証を行ってきた「石巻市・まち・ひと・しご

と創生総合戦略推進会議」については、人口戦略として総合計画と統合したため廃

止する。 
 

２ 所掌業務 （1）総合計画の進捗状況の評価及び検証に関すること。 

       （2）総合計画の数値目標及び重要業績評価指標に関すること。 

       （3）その他総合計画の推進に関すること。 
 
３ 組  織  委員２５人以内で組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 関係機関の職員 

（3）上記に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 
 

４ 任  期  委員の任期は５年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

また、委員は再任することができる。 

資料１ 



 - 2 - 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

学識経験者や各種団体の関係者等から、専門的かつ幅広く意見を聴取し、各施策に反映させる

ことで、計画（ＰＬＡＮ）、実施（ＤＯ）、管理・検証（ＣＨＥＣＫ）、調整（ＡＣＴＩＯＮ）とい

ったＰＤＣＡサイクルを確立し、適正に計画を推進することができる。 

 

【市財政への負担】 

報酬      ９５０千円 

費用弁償     ６０千円 

通信運搬費    ７８千円 

合計   １，０８８千円（一般財源） 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

宮城県：宮城県行政評価委員会（政策評価部会）により毎年評価を行っている。 

東松島市：東松島市総合開発審議会により毎年評価を行っている。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和４年２月 市議会第１回定例会に石巻市総合計画推進会議条例の制定について提案 

（公布の日から施行） 

４月 委員委嘱及び会議開催 

    ７月 会議開催 

⑨ その他 

 石巻市まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議条例（令和２年条例第３号）は廃止する。 

 

 

 


